
市町村財政比較分析表(平成19年度普通会計決算)
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小松市の比率

財政構造の弾力性
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [101,512円]
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [96.9]
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定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [7.66人]
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [14.5%]
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[ 15/19 ]

全国市町村平均

12.3
石川県市町村平均

14.3

(%)

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

20.0

2.5

9.4

14.5

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [660,115円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

小松市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない
　団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与
　実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、
　当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
《財政力指数》
　類似団体平均値が全国平均値を大幅に上回っており，普通交付税不交付団体が存在するなど，類似団体自体が極めて
高い水準となっている。本市の財政力指数は決して低くはないが，企業誘致や収納率向上策を講じ，今後とも歳入の根幹と
なる市税の安定収入を図る。
《経常収支比率》
　本市では，過去に実施した大型プロジェクト事業や国の数次に渡る経済対策に伴う市債発行により公債費がピーク期を迎
えており，結果として経常収支比率を押し上げ，類似団体と比較して高水準となっている。
　今後は，繰上償還の計画的な実施や市債発行額の抑制により公債費を減少させ，当該比率の低下に努める。
《人口１人当たり人件費・物件費等決算額》
　集中改革プラン等による職員定数の適正管理を通じた職員数の削減，保育所統廃合民営化や予算編成過程及び執行段
階での経費節減，指定管理者制度導入施設の拡大等による物件費の抑制の効果から，類似団体等の平均値に比べ低水
準となっている。今後とも更なる抑制に努める。
《人口１人当たり地方債現在高及び実質公債費比率》
　本市では，過去に実施した大型プロジェクト事業や国の数次に渡る経済対策に伴う市債発行により地方債現在高が類

似団体中最も高い状態であり，それに伴い，公債費が現在ピーク期を迎えている。しかしながら，地方債現在高についてはH16
をピークに減少傾向にあり，今後とも，繰上償還の計画的な実施や市債発行額の抑制により地方債現在高及び公債費負担を
減少させる。
《ラスパイレス指数》
　集中改革プラン等による職員定数の適正管理を通じた職員数の削減や給与水準の抑制の結果，類似団体平均値を下回っ
ている状況であり，引き続き，その抑制に努める。
《人口1,000人当たり職員数》
　本市は，類似団体に比して行政区域面積が広く，小中学校，保育所，社会教育施設などの行政財産を多く有している。また，
消防，病院及び高等学校も有しているため，類似団体平均値を上回っている。
　今後は，集中改革プラン等による職員定数の適正管理を通じた職員数の削減によりその抑制に努める。


